
                                 

[１] 地域福祉の総合的・計画的推進    ５  誰もが 

安心して暮 

らせる福祉 

社会の推進 

  ① 市町村地域福祉計画の策定 

      誰もが身近な地域で、ともに支え合いながら安心して 

生活していけるよう、住民活動を中心とした地域福祉を 

推進していくことが重要です。このため、市町村には、 

高齢者、障がい者、児童といった対象者別の福祉計画と 

の整合性及び連携を図り、総合化していく地域福祉計画 

の策定が求められています。平成 20 年度までに策定して 

いるのは 14 市町村であり、県は市町村における地域福祉 

計画の策定を支援していきます。 

 
 

地域福祉計画の位置づけ 

 

 

高

齢

者

福

祉

計

画

・ 

介

護

保

険

事

業

支

援

計

画 
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 [２] ともに生きるこころの醸成                  

      

誰もが、家庭や身近な地域の中で、ともに支え合いながら、自分らしい生活をいきいきと安心し

て送ることができる社会を実現する必要があります。２１世紀の担い手である児童・生徒が、福祉

活動について理解を深める機会や福祉体験の機会を通じて、社会福祉への理解と関心を高め、

ともに生きるこころを育めるよう福祉教育の充実を支援します。 

 
            福祉協力校指定済率（平成２０年現在） 

相双 ９１．１％ 

 小学校 ９５．９％ 

 中学校 ９１．７％ 

 高等学校 ８６．７％ 

いわき ４５．８％ 

 小学校 ４４．６％ 

 中学校 ５０．０％ 

 高等学校 ４７．４％ 

県南 ７５．３％ 

 小学校 ８２．２％ 

 中学校 ７７．８％ 

 高等学校 ４４．４％ 

県中 ７８．０％ 

 小学校 ８５．５％ 

 中学校 ８３．３％ 

 高等学校 ４０．０％ 

 養護学校等 １４．３％

南会津 ６０．７％ 

 小学校 ５６．３％ 

 中学校 ６６．７％ 

 高等学校 ６６．７％ 

会津 ６３．２％ 

 小学校 ６８．５％ 

 中学校 ７１．８％ 

 高等学校 ３５．０％ 

 養護学校等 ２５．０％

県北 ６８．４％ 

 小学校 ７１．１％ 

 中学校 ８６．４％ 

 高等学校 ３６．４％ 

 
資料：福島県社会福祉課作成 

福祉協力校指定校数、指定済率（平成２０年現在） 

指定校数 指定済率（％）  

小学校 中学校 高校 特別支援学校 指定校計 小学校 中学校 高校 特別支援学校 指定校計

県北 ８６ ３８ ８ ０ １３２ ７１．１ ８６．４ ３６．４ ０ ６８．４

県中 １１８ ５５ １０ １ １８４ ８５．５ ８３．３ ４０．０ １４．３ ７８．０

県南 ３７ １４ ４ ０ ５５ ８２．２ ７７．８ ４４．４ ０ ７５．３

会津 ５０ ２８ ７ １ ８６ ６８．５ ７１．８ ３５．０ ２５．０ ６３．２

南会津 ９ ６ ２ ０ １７ ５６．３ ６６．７ ６６．７ ０ ６０．７

相双 ４７ ２２ １３ ０ ８２ ９５．９ ９１．７ ８６．７ ０ ９１．１

いわき ３３ ２３ ９ ０ ６５ ４４．６ ５０．０ ４７．４ ０ ４５．８

県全体 ３８０ １８６ ５３ ２ ６２１ ７３．６ ７５．６ ４６．９ ８．７ ６９．２

資料：福島県社会福祉課調べ 
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[３] 権利擁護の推進                       

  ① 日常生活自立支援事業(平成 21 年 3 月末までは「地域福祉権利擁護事業」) 

      認知症や精神障がい等により日常生活を営むのに支障がある方の在宅福祉サービスの利用や日

常的な金銭の管理を援助し、地域で自立した生活を送れるよう、県社会福祉協議会では「日常生

活自立支援事業」を実施しています。 

この事業を円滑に実施するため、７つの生活圏の中心市町社会福祉協議会に専門員を置くとと

もに、各市町村社会福祉協議会に生活支援員を配置しています。 

 

 

                 日常生活自立支援事業実施体制 

 

        実施主体：県社会福祉協議会            監視、提言等 

             

                
                                          支援、連携 

 
業務の一部を        ・監督                                                        調査、解決 

委託        ・支援      困難事例等     連携 

   

 

 
                                       連携 

 

 
                                    雇用、派遣、監督 

 

 
             ④申込 

        連携    書提出 

 

 
                                           連携 

 

 
                                          ⑥援助 

 
                                                         苦情申立 

           ②事業説明           ①利用相談                                 相談   

    ⑤契約締結                     ③利用申込 

 

 
  ⑦利用料支払 

 

               資料：福島県社会福祉課作成 

契約締結審査会 
・利用者の契約締結能力等の判断 

・援助内容の審査 

基幹的社会福祉協議会 
（７つの生活圏の中心市町村社協） 

専門員 
・相談、審査、金融機関との調整 

・支援計画の策定 ・援助契約の締結 

市町村社会福祉協議会 
・相談 ・利用申込の受付 
・基幹的社協が行う審査等への同行 
・通帳、印鑑等の保管 

生活支援員 
（基幹的社協が雇用して、各市

町村社協に配置する。） 

・認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等、日常生活を営む上で必要となる福祉サービスの利用、当該

サービスの利用料の支払いなど、自己の判断で適切に行うことが困難であると認められる者 

・本事業の契約書及び支援計画の内容について認識し得る能力を有していると認められる者 

利 用 者 

県（本庁） 

そ の 他 の

関係機関

保健福祉

事務所

市町村 

運営適正化委員会（運営監視部会） 

・事業全般の監視と監督 
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日常生活自立支援事業に係る契約締結件数 

 
年     度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度

新規契約数 ４ １２ ２１ ３４ ２２ ２８ ５１ ４９ ７４ 

                                 資料：福島県社会福祉課作成 

 
 

日常生活自立支援事業に係る生活支援員の数(平成２１年３月３１日現在) 

 
基幹的社会福祉協議会 所管区域 市町村数 生活支援員の数

福島市社会福祉協議会 福島市、二本松市、伊達市、本宮市、伊達郡、安達郡   ８ ４３ 

郡山市社会福祉協議会 郡山市、須賀川市、田村市、岩瀬郡、石川郡、田村郡 １２ ３６ 

白河市社会福祉協議会 白河市、西白河郡、東白川郡   ９ １２ 

会津若松市社会福祉協議会 会津若松市、喜多方市、耶麻郡、河沼郡、大沼郡 １３ ２９ 

南会津町社会福祉協議会 南会津郡   ４   ７ 

南相馬市社会福祉協議会 南相馬市、相馬市、双葉郡、相馬郡 １２ １５ 

いわき市社会福祉協議会 いわき市   １ ２３ 

 
                          資料：福島県社会福祉協議会地域福祉課調べ 

 
 
 

  ② サービスに係る苦情解決体制 

      社会福祉事業の経営者は、サービス利用者等からの苦情を適切に解決することが求められてい

ます。 
 
 
             社会福祉法人における苦情解決体制の整備状況 
                                                                

  （平成２１年３月３１日現在） 

 
苦情解決責任者、担当者決定数 第三者委員設置数   

調査法人数

a 

法人数 

b 

決定率 

b/a(%) 

法人数 

c 

決定率 

c/a(%) 

施設経営法人 １３９ １３９ １００ １３９ １００ 

市町村社会福祉協議会   ５７   ５７ １００  ５７ １００ 

県域法人    ４     ４ １００   ４ １００ 

計 ２００ ２００ １００ ２００ １００ 

 
 
 
 
 
 
 

資料：福島県福祉監査課調べ 
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 [４] 民間福祉サービスの育成・振興               

  ① 社会福祉法人 

      誰もが質の高い福祉サービスを選択し、利用できるよう、サービス提供を行う社会福祉法人をはじ

めとする福祉団体や民間事業者の育成・支援を図っています。社会福祉法人については、施設経

営法人は年々増加していますが、平成１７年は市町村合併により市町村社会福祉協議会が減少し

たため、法人数が減少しています。 

社会福祉法人数

235

248

253

267
271

250

256
260 260

210

220

230

240

250

260

270

280

平成１２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 20年

 
                                 資料：福島県福祉監査課調べ 

 

  ② 市町村社会福祉協議会 

      市町村社会福祉協議会は、地域福祉推進の中心的存在として、自主的、主体的、積極的な取

組みを展開していくことが期待されています。県社会福祉協議会とともに、市町村社会福祉協議会

の活動の促進を図っていきます。 

 

                    市町村社会福祉協議会の職員設置状況 

                                                   （平成 20 年４月１日現在） 

一般事業職員 経営事業職員  

市 町 村 合計 県平均 市 町 村 合計 県平均 
合計 

平均職員数 2３.5 4.9 3.9 8.7 － 124.2 23.3 17.9 44.2 － －

職員数 305 151 59 515 8.7 1,615 722 268 2,605 44.2 3,120

常勤 255 132 53 440 7.5 735 319 138 1,192 20.2 1,632内

訳 非常勤 50 19 6 75 1.3 880 403 130 1,413 23.9 1,488

市町村数 13 31 15 59 － 13 31 15 59 － 59

一般事業職員 事務局長、福祉活動専門員及び総務部門並びに地域福祉推進部門に従事する職員をいう。 

経営事業職員 在宅福祉、介護事業部門等に従事する職員をいう。              資料：福島県社会福祉課調べ 
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[５] 県民の福祉活動への支援・参加促進           

       

参加と連携による地域福祉の推進のためには、地域住民の方の社会福祉活動への積極的な参

加が望まれます。なかでも、福祉ボランティアは重要な位置を占めています。県では、市町村ボランテ

ィアセンターの設置を促進する等により、福祉ボランティアへの参加機運の一層の向上及び活動基

盤の整備を図り、福祉ボランティア活動の総合的な支援を行っていきます。 

設置済

市町村ボランティアセンターの設置状況

飯館村

新地町

葛尾村
浪江町

双葉町

大熊町

川内村
富岡町

楢葉町

広野町

大越町

滝根町

三春町

浅川町

玉川村

石川町

古殿町

鮫川村

塙町

矢祭町

棚倉町

矢吹町

中島村
泉崎村西郷村

昭和村

金山町 三島町
柳津町

湯川村

 会津
坂下町

猪苗代町

磐梯町

西会津町 北塩原村

只見町

檜枝岐村

下郷町

南会津町

天栄村

鏡石町

大玉村

川俣町

国見町

桑折町

二本松市

相馬市

喜多方市

須賀川市

南相馬市

白河市 いわき市

郡山市

福島市

田村市

会津若松市

会津美里町

伊達市

平田村

小野町

本宮市

湖

 
             

 
                       資料：福島県社会福祉課調べ（平成２１年３月末現在） 
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 [６] 保護援助を必要とする女性への支援           

       

女性のための相談支援センターや各保健福祉事務所などに配置している女性相談員は、夫婦間

の問題をはじめとする家庭の問題、経済問題等女性に関わる様々な相談に応じ、自立のための指

導などを行っています。近年は、ドメスティック・バイオレンス（夫や恋人など親しい男性からの女性へ

の暴力）による相談が多くなってきており、これらに対する相談援助体制の充実を図っていく必要が

あります。 

 
        女性相談業務の状況（来所相談、訪問相談、電話相談など） 

福祉事務所.

58件（1.1%）

その他. 506件

（9.9%）

医療機関. 28件

（0.6%）

警察関係. 51件

（1.0%）

他の相談機関. 74

件（1.4%）

本人自身.

4,404件

（86.0%）

本人自身

他の相談機関

福祉事務所

警察関係

医療機関

その他

 

経路別受付状況 

平成２０年度 

５，１２１件 

その他. 157件

（3.1%）

本人の問題.

1,657件

（32.3%）

家庭の問題（夫等

の暴力）. 1,155件

（22.6%）

家庭の問題（夫等

の暴力以外）

2,152件（42.0%）

家庭の問題（夫
等の暴力以外）
家庭の問題（夫
等の暴力）
本人の問題

その他

 

主訴別受付状況

平成２０年度

５，１２１件

資料：福島県児童家庭課調べ 
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[７] 生活保護を必要とする人への支援            

       

生活に困窮する人に対しては、速やかに必要な保護を行い、その生活を支援するとともに、被保

護世帯の自立助長を促進します。 

本県の被保護世帯及び人員は、近年、高齢化の進行、家族形態の変化、景気停滞等の影響を

受けて増加傾向にあることから、関係機関との連携を強化し、きめ細かな指導援助に努めていま

す。 

被保護世帯数と人員の推移

8,826
9,532

6,076 5,776 5,907

10,854

15,192

14,259

8,4668,482

11,116

9,666

16,264
17,120

19,093

10,970

12,617

15,013

14,697
13,531

11,709

10,168
9,0688,6118,3889,053

10,277

13,730

12,184

15,433
16,673

17,772

11,093

10,090
8,944

7,757
6,814

6,2336,573
7,690

8,8198,996
9,715

10,483
9,561

8,332
7,214

6,4686,0525,7715,9546,258
6,961

8,5678,8949,170

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

昭
55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

被保護人員

被保護世帯

 
資料：福祉行政報告例（厚生労働省統計情報部） 

保護率の推移（人口千対）

12.2 12.3 12.2

11.1

9.6

8.2

7.2 7.1 7.1
7.5

8.4

9.8

11.1
11.812.1

9.4

8.4
7.9

6.6

5.3
4.6

4.0 4.0 4.1
4.5

5.1

6.0

6.8
7.2 7.3

11.6

10.5

9.0

7.9

7.27.07.1
7.6

8.9

10.4

11.8
12.312.2

7.06.4

5.5
4.8

4.24.04.04.3
4.9

5.8

7.4

8.1
8.7

0

2

4

6

8

10

12

14

昭
55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

単
位

（
‰

）

保護率（全国）

保護率（福島県）

 

資料：福祉行政報告例（厚生労働省統計情報部） 
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県内市町村の保護率の分布（平成 20 年３月３１日現在） 
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（‰ 人口千人あたりの保護率） 

 
福島県  ７．５‰ 

 

全 国 １２．３‰ 

 
 

飯館村

新地町

葛尾村
浪江町

双葉町

大熊町

川内村
富岡町

楢葉町

広野町

大越町

滝根町

三春町

浅川町

玉川村

石川町

古殿町

鮫川村

塙町

矢祭町

棚倉町

矢吹町

中島村
泉崎村西郷村

昭和村

金山町 三島町
柳津町

湯川村

 会津
坂下町

猪苗代町

磐梯町

西会津町 北塩原村

只見町

檜枝岐村

下郷町

南会津町

天栄村

鏡石町

大玉村

飯野町
川俣町

国見町

桑折町

二本松市

相馬市

喜多方市

須賀川市

南相馬市

白河市 いわき市

郡山市

福島市

田村市

会津若松市

会津美里町

伊達市

     ～ 3.9
 4.0 ～ 5.9
 6.0 ～

平田村

小野町

本宮市
湖

 

 

 
資料：福島県社会福祉課作成 


